
災害時の物資供給及び店舗営業の継続又は早期再開に関する協定書  
長万部町（以下「甲」という。）と株式会社セブン‐イレブン・ジャパン（以下「乙」という。）は、災害

対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に規定する地震・風水害その他災害が発生した場合、被災住民

等を救助するための物資（以下「物資」という。）の調達及び供給、並びにセブン‐イレブン店舗の営業継

続又は早期営業再開に係る協力に関して、次のとおり協定を締結する。  
（要請） 
第１条 甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対し、その調達 
が可能な範囲内で物資の供給を要請することができる。 
（１）長万部町に災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。 
（２）長万部町以外の災害について、関係自治体等から、物資の調達・あっせんを要請されたとき、又は

甲が救援の必要があると認めるとき。  
（調達物資の範囲） 
第２条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、要請時点で乙が調達可能な物資とする。 
但し、甲から乙が要請を受けた時点で、物流ラインの断絶、セブン‐イレブン店舗への商品供給を優先す 
る必要性等により物資の供給ができないことがあることを勘案して、乙が物資の調達の可否を決定するも 
のとする。 
（１）食料品 
（２）飲料 
（３）日用品 
（４）その他甲が指定する物資  

（調達物資の数量） 
第３条 甲は、必要がある場合に、乙に対し、要請時点で供給できる物資及びその数量等について照会する 
ことができるものとする。 

   
（要請の方法） 
第４条 第１条の要請は、「物資発注書（別紙１）」により行うものとする。但し、緊急を要する場合は、口 
頭若しくは電話その他の方法により要請し、その後速やかに文書を交付するものとする。  

  （物資の運搬、引渡し） 
第５条 物資の引渡し場所は、甲が状況に応じ指定するものとし、引渡し場所までの物資の運搬は、原則と 
して乙が行うものとする。 

２ 甲は、当該場所に職員又は甲の指定する者を派遣し物資を確認の上、引渡しを受けるものとする。  
（費用） 
第６条 甲は、物資を引き取った後、乙の請求に基づき速やかにその代金を乙に支払うものとする。 
２ 物資の代金は、災害発生時の直前における店頭販売価格を基準として、甲乙協議の上決定する。 
３ 前条の規定により乙が運搬を行った場合、係る費用は甲の負担とする。  



（情報提供） 
第７条 甲は、平時又は災害時において、乙に対し、防災・災害情報等を提供することができるものとし、 

乙は提供を受けた情報等をセブン‐イレブン店舗を通じて来店者等に対し、情報提供するよう努めるも 

ものとする。  
（営業の継続又は早期再開） 
第８条 甲は、市民の生活安定を確保するため、乙に対してセブン‐イレブン店舗の営業の継続又は早期営 
業再開を要請することができる。  

（連絡責任者の報告） 
第９条 甲と乙は、この協定書の成立にかかる連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者届（別紙２）」 
により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告するものとする。  

（車両の通行） 
第１０条 甲は、乙が物資を運搬及び供給する際の車両、及び店舗の営業継続又は早期再開を支援するため 
 の車両を緊急通行車両として通行できるように、可能な限りの支援をするものとする。  
（有効期間） 
第１１条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２９年３月３１日までとする。但し、この協定の 
有効期間が満了する１ヶ月前までに、甲又は乙が書面により特段の申し出を行わないときは、有効期間が 
満了する日から１年間この協定は更新され、その後も同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、１ヶ月前までに相手方に書面により申し入れることにより、こ 
の協定を終了することができる。  

（協議） 
第１２条 この協定書に定めのない事項は、その都度甲乙協議のうえ決定するものとする。   
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。  
平成２８年１２ 月１日   

                甲   北海道山越郡長万部町字長万部４５３番地１ 
            長万部町長  木 幡 正 志    

                乙   東京都千代田区二番町８番地８ 
                    株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 
                    代表取締役  古 屋 一 樹 
                    


